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地方公会計整備の意義

説明責任の履行

財政の効率化・適正化

発生主義会計
発生主義により、ストック情報・フロー情報を相対的・
一覧的に把握することにより、現金主義会計を補完

発生主義により正確な行政コストの把握

資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握
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目的

内容

効果

※総務省公表資料より



財務書類の対象となる会計

財務書類の対象となる会計は、下記の区分で、普通会計による一般会計等財務書類、そこに公営事業会計・公営企業会計を追加したも

のを全体財務書類、さらに一部事務組合、第三セクター等を追加したものを連結財務書類として作成を行っています。
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財務書類の相互関係

財務4表はそれぞれの表と繋がっており、下記の通り相互関係があります。

資金収支計算書 純資産変動計算書 行政コスト計算書

業務活動収支 資産 負債 前年度末残高 経常費用

投資活動収支 純行政コスト 経常収益

財務活動収支 財源 臨時損失

前年度末残高 （現金預金） 純資産 固定資産等の変動 臨時利益

本年度末残高 本年度末残高 純行政コスト

+本年度末歳計外現金

貸借対照表
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貸借対照表とは

Ｂ/Ｓ（Balance sheet ）

３つの要素を集めて自治体の財産がどのような状態なのか

を明らかにする表

資産とは・・・一定時点における総資産の運用形態を

示すもの（建物、現金）⇒持ち物リスト

負債とは・・・他人から調達した資本で弁済義務のあるもの

（地方債、退職手当引当金）⇒借り物リスト

純資産とは・・・資産から負債を控除した正味の資産をいい

自治体の活動により獲得された余剰の蓄積

残高を示すもの

B/S

資産 負債

純資産

6



福知山市貸借対照表
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（百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計

固定資産 148,678 233,149 234,811 固定負債 50,346 120,178 120,392

事業用資産 67,120 81,995 84,145 地方債 44,491 82,391 82,391

インフラ資産 65,033 126,341 126,341 退職手当引当金 5,754 6,269 6,277

物品 1,228 13,704 13,774 その他 101 31,518 31,724

基金 7,488 8,389 9,095 流動負債 5,768 12,524 12,701

その他 7,809 2,720 1,456 1年内償還予定地方債 5,037 8,387 8,389

流動資産 5,092 16,689 18,085 その他 731 4,137 4,312

現金預金 1,594 10,222 11,474

基金 3,179 3,181 3,209

その他 319 3,286 3,402

一般会計等 全体会計 連結会計

固定資産形成分 151,886 236,360 238,050

余剰分（不足分） △ 54,230 △ 119,223 △ 118,408

他団体出資等分 - - 162

資産 負債

純資産



福知山市貸借対照表

8

「資産」には、本市が保有する道路や公共施設などの固定資産や、現金預金、基金、貸付金などの資産残
高を表しており、一般会計等で1,537億円、全体会計で2,498億円、連結会計で2,528億円の財産（資産）を
保有していることがわかります。一方、地方債などの「負債」が一般会計等で561億円、全体会計で1,327億円、
連結会計で1,330億円あり、資産から負債を差し引いた「純資産」は一般会計等で976億円、全体会計で
1,171億円、連結会計で1,198億円となっています。

負債は将来世代、純資産は現在までの世代の負担を表しており、それぞれの負担金額が分かります。資産
は市民サービスを提供するために保有しているもので、将来にわたって利用されることから、地方債の償還を
通じて将来世代も負担するという考え方があります。そのため、負債と純資産とのバランス（世代間の負担のバ
ランス）なども考慮した上で、財政運営を行っていく必要があります。

資産 負債

純資産

固定資産

市民サービスを提供するために保有する資産で長期に渡って保有

する予定の資産です。施設や道路などの所有が多くを占めていま

す。

流動資産

将来、現金として行政サービスに使用し、１年以内に換金可能な

資産が対象です。

このうち財政調整基金が多くを占めており、経済事情の変動や災

害等予期せぬ事態に備えて積み立てを行っています。

将来世代が負担する部分です。

地方債等将来的に返済が必要なもののうち、１年以内に返済が必

要なものについては流動負債に計上されます。

過去及び現世代が負担してきた部分です。

固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源の蓄積です。

余剰分（不足分）は、消費可能な資源の蓄積です。



行政コスト計算書とは

Ｐ/Ｌ（profit and loss statement ）

行政コスト計算書は、一会計期間において資産形成に

結びつかない経常的な行政活動に係る費用（経常的

な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用

料・手数料などの収益（経常的な収益）を対比させ

た財務書類。

経常的な費用と収益の差額によって、地方公共団体

の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結び

つかない経常的な活動について、税収等でまかなう

べき行政コスト（純経常行政コスト）が明らかにされま
す。

P/L

費用 収益

純行政コスト

9



福知山市行政コスト計算書
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（百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計

業務費用 21,486 42,805 44,723 経常収益 1,952 19,149 20,644

人件費 7,988 15,138 15,927 使用料及び手数料 1,173 17,115 17,117

物件費 7,974 15,395 16,216 その他 779 2,034 3,527

減価償却費 3,709 8,070 8,101 臨時利益 4 269 269

その他 1,815 4,202 4,479

移転費用 24,111 36,892 47,162

補助金等 14,348 30,873 41,124

社会保障給付 5,899 5,923 5,923

他会計への繰出金 3,783 0 0

その他 81 96 115 一般会計等 全体会計 連結会計

臨時損失 391 686 675 △ 44,033 △ 60,965 △ 71,646

資産除売却損 380 383 383

その他 11 293 292

費用 収益

純行政コスト



福知山市行政コスト計算書

11

行政コスト計算書は、会計期間中の費用・収益の金額を明らかにするものです。福祉・教育・消防・産業振興
などの行政サービス費用（経常費用と臨時損失）から使用料など（経常収益と臨時利益）を差し引き、純行政
コストを算出しており、令和2年度は一般会計等440億円、全体会計609億円、連結会計716億円となりました。

純行政コスト

費用 収益

経常費用

費用のうち業務費用及び移転費用は経常費用と呼ばれ、毎

年度経常的に発生する費用です。

そのうち発生主義ならではの、支出のない費用である減価

償却費等も含まれています。

減価償却とは一時的な支出を耐用年数に応じて分割して費

用化することをいいます。

臨時損失

臨時的に発生する費用であり、建物等の除却や売却により発

生した損失や、災害復旧事業費等が含まれています。

経常収益

毎年度経常的に発生する収益であり、使用料等地方公共団

体が一定の活動により、財又はサービスを提供する場合に

費用から収益を差し引いた残りが純行政コストとなります。

純資産変動計算書と連動します。

臨時利益

臨時的に発生する収益であり、資産の売却により得た収益

等が含まれています。



純資産変動計算書とは

N/W（Net Worth statement）

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計

上されている各項目が、１年間でどのように変動したか

を示す財務書類。

純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税な

どの一般財源、国県等支出金などの特定財源が純資産

の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で算

出された費用（純行政コスト）が純資産の減少要因とし

て計上されることなどを通じて、１年間の純資産総額の変

動が明らかになります。また、固定資産等の変動により、

純資産の変動要因がわかります。

12

本年度末純資産残高

N/W

前年度末純資産残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

その他の変動



福知山市純資産変動計算書
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（百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計

前年度末純資産残高 97,561 115,936 118,064

固定資産形成分 152,445 238,121 239,745

余剰分(不足分） △ 54,884 △ 122,185 △ 121,772

他団体出資等分 - - 91

純行政コスト △ 44,033 △ 60,965 △ 71,646

財源

税収等 25,312 34,251 39,351

国県等補助金 19,209 28,086 34,175

固定資産等の変動

固定資産形成分 △ 244 △ 1,438 △ 1,429

余剰分(不足分) 244 1,438 1,429

その他の変動 △ 393 △ 171 △ 140

本年度末純資産残高 97,656 117,137 119,804

固定資産形成分 151,886 236,360 238,050

余剰分(不足分) △ 54,230 △ 119,223 △ 118,408

他団体出資等分 - - 162



福知山市純資産変動計算書
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純資産変動計算書は本市における純資産がどのように増減したかを明らかにするものです。令和2年度
決算においては、純資産残高が一般会計等は前年度の975億円から1億円増加して976億円、全体会計は
前年度の1,159億円から12億円増加して1,171億円、連結会計は前年度の1,180億円から18億円増加し
て1,198億円となっています。

純行政コスト

住民から集めた税金や、国、府より集めた補助金が集計されています。

これを基に住民へのサービスを行うために発生した行政コストや固定資産の買換え等を賄っています。

固定資産の取得や、売却又は、基金の増減等がここで集計されます。固定資産の取得等があった場合、

余剰分のキャッシュを使って、固定資産形成分の固定資産を取得します。つまり余剰分より対象額が

減少し、固定資産形成分が増加となることから金額は常に同額になります。

調査による判明や寄付等があった場合、その他の変動に計上されます。

この金額がＢＳの純資産に計上されます。

財源

固定資産等の

変動

行政コスト計算書の純行政コストより数字が記載されます。

前年度末純資産

その他の変動

本年度末純資

産残高

過去又は現世代が税負担し、市の財産として積み上げてきた資産や、余剰分の累積です。



資金収支計算書とは

C/F（Cash Flow）

キャッシュ（現金）、フロー（流れ）

資金収支計算書は、一会計期間における、地方公共団

体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、性質の異

なる三つの活動に分けて表示した財務書類。現金等の収

支の流れを表したものであることから、キャッシュフロー計算

書とも呼ばれます。

現金の収入から支出を差し引いたものが本年度末資金

残高として導き出されます。

行政コスト計算書は発生主義で計上されており、減価償

却費等支出のない費用が組み込まれていることから、

キャッシュの流れはより重要になります。

15

業務活動支出

業務支出
業務収入 臨時支出
臨時収入

Ｃ/Ｆ

財務活動収入

投資活動収入

本年度末資金残高

投資活動支出

財務活動支出

業務活動収入

前年度末資金残高



福知山市資金収支計算書
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（百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計

671 8,181 8,932 業務活動支出 41,606 70,787 82,892

業務支出 41,606 70,495 82,600

　業務費用支出 17,495 33,604 35,436

　移転費用支出 24,111 36,892 47,164

一般会計等 全体会計 連結会計 臨時支出 0 292 292

業務活動収入 44,993 77,988 90,640 投資活動支出 5,970 9,940 10,229

業務収入 44,993 77,722 90,374 財務活動支出 5,511 9,677 9,693

臨時収入 0 266 266 30

投資活動収入 3,370 4,516 4,801

財務活動収入 5,407 9,702 9,702

一般会計等 全体会計 連結会計

1,355 9,982 11,231

前年度末資産残高 支出

収入

本年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額



福知山市資金収支計算書
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本市では年間で、各種行政サービスを行うための支払いや市税、手数料といった収入など、数多くの現金
が出し入れされています。こうした現金の流れを、行政サービスを提供する業務（業務活動）、公共施設などの
資産形成（投資活動）、地方債や基金などの資金調達・運用（財務活動）に分類し、表しています。

令和2年度決算においては、資金収支は一般会計等6億円、全体会計18億円、連結会計23億円増加、現
金預金の残高は一般会計等15億円、全体会計102億円、連結会計114億円となっています。

前年度末資産残高 支出

収入

本年度末資金残高

前年度末資金残高

前年度から繰り越されたキャッシュです。

業務収入

すべての収入のうち、税収等収入が最も高い割合を占めてお

り、これにより様々な支出を賄っています。

投資活動収入

主な収入源は、国県等からの補助金や、基金の取崩による収

入です。

財務活動収入

主な収入源は、地方債の発行です。

業務支出

人やモノに係る支出、また補助金や社会保障給付に係る支出

が含まれています。

投資活動支出

固定資産の取得に係る支出や、基金の積立による支出が含ま

れています。

財務活動支出

地方債の返済が主な支出です。

ここに歳計外現金をプラスすると貸借対照表のＢＳの現金預金

と一致します。



指標による分析 － 資産形成度 －

18

歳入額対資産比率

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出するこ

とにより、公共資産の形成に何年分の歳入が充当され

たかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを把握

することができます。

資産老朽化比率

資産合計÷歳入総額

資産老朽化比率が高い場合、その時点で手元にお金があって

も、修繕や買替が必要になるため注意が必要です。

理想値としては５０％程度といわれているため、将来の資産

購入や修繕計画が必要です。

この比率が高いほど社会資本整備が進んでいると考えられて

います。標準値としては３といわれているため、おおよそ平

均的ですが、これから公共施設等の整備を要することが増え

る可能性があります。

2.82 

令和2年度

3.44 

令和元年度

65.65%

令和元年度

66.01%

令和2年度

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する

減価償却累計額の割合を算出することにより、耐用年

数に対して資産の取得からどの程度経過しているのか

を全体として把握することができます。



指標による分析 － 世代間公平性 －
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自由に編集してください。

自動

自由に編集してください。

純資産比率 社会資本等形成の世代間負担比率

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等

が必要な負債による調達割合（公共資産等形成充当負債

の割合）を算定することにより、社会資本等形成に係る

将来世代の負担の程度を把握することができます。

純資産÷資産合計

純資産の変動は、将来世代と過去及び現世代との間で負担の
割合が変動したことを意味します。たとえば、純資産の増加
は、過去及び現世代の負担によって将来世代も利用可能な資
源を蓄積したことを意味する一方、純資産の減少は、将来世
代が利用可能な資源を過去及び現世代が費消して便益を享受
していると捉えることができます。

将来世代負担比率が高ければ、現在使用する資産を将来納付

される税金等により形成されるため、将来世代の負担は大き

くなります。平均値としては３０％といわれているため、将

来世代の負担は少し高めの数値といえます。

この比率が高い程、要返済財源の依存度が低いことを意味す

るので、世代間公平性の観点からは高い方が良いとされてい

ます。標準値としては６０％程度であるため、おおよそ平均

的な数値といえます。

63.58%

令和元年度

63.51%

令和2年度

36.97%

令和元年度

37.12%

令和2年度



指標による分析 － 持続可能性 －
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自由に編集してください。

自動

自由に編集してください。

当該年度のストック情報である実質債務（将来負担

額－充当可能基金残高）が当該年度のフローの業務

活動収支の黒字分等を償還財源とする場合にその何

年分あるか示す指標です。

負債合計÷住民基本台帳人口

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人あた

り負債額とすることにより、住民にとって理解し

やすい情報になるとともに、他団体との比較が容

易になります。

償還可能年数が短いほど債務償還能力が高く、適正値として

は、１０年未満、一般的な標準値としては３年～９年といわ

れています。単年度ではなく、経年での比較を行ってくださ

い。

住民一人あたりの資産額とセットで把握しておく必要があり、

低ければ低いほど良いとされています。（自治体標準値：

800千円）

住民一人当たり負債額 債務償還可能年数

733千円

令和2年度

（資産額 2,008千円）

725千円

令和元年度

（資産額 1,990千円）

16.32

令和2年度

16.88

令和元年度



指標による分析 － 効率性 －
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自由に編集してください。

自動

自由に編集してください。

住民一人当たり行政コスト

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基

本台帳人口で除して住民一人当たり行政コストとす

ることにより、行政活動の効率性を見ることができ

ます。

行政コスト対税収等比率

純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ること
によって、当該年度に行われた行政サービスのコストか
ら受益者負担分を除いた純経常行政コストに対してどれ

だけが当該年度の負担で賄われたかを把握することがで
きます。100％超の場合は収益を除いた行政コストを税
収や補助金等でカバーできていないことを表します。

純行政コスト÷住民基本台帳人口

１年間の行政サービスに対する住民一人当たりの負担がどれ

くらい要しているのかを把握することができ、低ければ低い

ほど良いとされています。（自治体標準値：500千円）

純経常行政コストに対してどれだけが当年度の負担で賄われ

たかがわかります。平均的な値は１００％程度といわれてい

るので、おおよそ平均的な数値といえます。

575千円

令和2年度

457千円

令和元年度

98.03%

令和2年度

94.44%

令和元年度



指標による分析 － 自律性 －
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自由に編集してください。

自動

自由に編集してください。

受益者負担の割合

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行

政サービスに係る受益者負担の金額を表すため、これを

経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対

する直接的な負担の割合を算出することができます。

行政コストのうち、行政サービスの受益者が直接的に負担す

る割合をいいます。平均的な値は５％程度といわれているた

め、受益者の負担比率としては平均的な数値になっています。

4.28%

令和2年度

6.09%

令和元年度






